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�愛媛県告示第６９０号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６９１号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、令和４年度分の交付

金及び補助金から適用する。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

新建設事業総合管理システ
ム要件整理・基本設計委託
業務 一式

愛媛県総務部行財政改
革局行革分権課行政管
理室
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和４年６月６日
株式会社建設技術研究所
松山事務所
愛媛県松山市千舟町四丁
目３番７号

６５，９８９，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による。

改 正 後 改 正 前

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

� 交付金

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

� 交付金

区分 経 費
交付基準又

は交付金額
区分 経 費

交付基準又

は交付金額

農業委員 省略 農業委員 省略

毎週（火・金）曜日発行 第３１７号 令和４年６月２１日

令和４年６月２１日火曜日 第３１７号
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５６６

様式第２号の�別紙１を次のように改める。

会に要す

る経費

農地等の利用の最適化の推進に関す

る事項に関する事務に要する経費

（農業委員及び農地利用最適化推進

委員並びに農業委員会事務局の活動

に要する経費をいう。第３項第１号

において同じ。）

省略 会に要す

る経費

農地等の利用の最適化の推進に関す

る事項に関する事務に要する経費

（農業委員及び農地利用最適化推進

委員の報酬

をいう。第３項第１号

において同じ。）

省略

省略 省略

省略 省略

� 省略

� 補助金

� 省略

� 補助金

区分 経 費
補助率又は

補助金額
区分 経 費

補助率又は

補助金額

農業委員

会に要す

る経費

農業委員会による情報収集等業務効

率化支援事業に要する経費

定額

農業委員

会ネット

ワーク機

構に要す

る経費

省略 農業委員

会ネット

ワーク機

構に要す

る経費

省略

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、農業委員会等に関する法律

第６条第１項及び第２項に規定する事項に関する事務に要する

経費、農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費、 農地法等に基づく事務の適正実施のための支

援事業に要する経費及び農業委員会による情報収集等業務効率

化支援事業に要する経費の相互流用並びに農業委員会等に関す

る法律第６条第１項及び第２項に規定する事項に関する事務に

要する経費、農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関す

る事務に要する経費、 農地の有効利用を図るための支援事業

に要する経費及び農業委員会による情報収集等業務効率化支援

事業に要する経費の相互流用

� 省略

様式第１号の�（第３条関係）

省略

年度農業委員会交付金等交付申請書

年度において農業委員会に関する事業を実施したいの

で、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第

８３３号）第３条の規定に基づき、交付金等 円を交付さ

れたく事業計画書及び収支予算書を添え申請する。

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１～７ 省略

８ 農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業

別紙４のとおり。

９ 省略

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、農業委員会等に関する法律

第６条第１項及び第２項に規定する事項に関する事務に要する

経費、農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費及び農地法等に基づく事務の適正実施のための支

援事業に要する経費

の相互流用並びに農業委員会等に関す

る法律第６条第１項及び第２項に規定する事項に関する事務に

要する経費、農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関す

る事務に要する経費及び農地の有効利用を図るための支援事業

に要する経費

の相互流用

� 省略

様式第１号の�（第３条関係）

省略

年度農業委員会交付金交付申請書

年度において農業委員会に関する事業を実施したいの

で、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第

８３３号）第３条の規定に基づき、交付金 円を交付さ

れたく事業計画書及び収支予算書を添え申請する。

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１～７ 省略

８ 省略
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５６７

別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業
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５６８



愛 媛 県 報令和４年６月２１日 第３１７号

５６９

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別紙２ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～１３ 省略

別紙２ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～１３ 省略

１４ 農地所有者等の意向確認調査

実施時期 調査項目 調査対象者見込み数

人

１４ 経費の内訳 １５ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳

１ 省略 １ 省略

２ 農地の利用状況等の調査 ２ 農地の利用状況等の調査

� 省略 � 省略

� 利用意向調査 � 利用意向調査

ア 省略 ア 省略

イ 農地中間管理機構への通知

イ 遊休農地等のあつせん等の

利用調整

ウ 農地中間管理機構等への通

知

ウ 省略 エ 省略

� 省略 � 省略

３～５ 省略 ３～５ 省略

合 計
６ 農地所有者等の意向確認調査

合 計

注 省略

別紙３ 農地の有効利用を図るための支援事業

注 省略

別紙３ 農地の有効利用を図るための支援事業

１ 人・農地プランの実質化に係る支援

地図作成に係る対象地

区名・集落名（人・農

地プラン作成単位）

工程表公表年月

日

実 質 化 さ れ た

人・農地プラン

の公表年月日

注 「工程表公表年月日」の欄は、人・農地プランの工程表

の公表年月日を記載することとし、同表を未公表の場合に

あつては、「未公表（ 月予定）」として公表予定月を記

載すること。

２ 農地集積の推進活動

活 動 内 容

１ 省略

２ 省略

３ 経費の内訳

３ 省略

４ 省略

５ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳

１ 農業委員等の資質向上のための活

動

円 円 １ 人・農地プランの実質化に係る支

援

円 円

２ 農地集積の推進活動

３ 農業委員等の資質向上のための活

動
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２ 省略 ４ 省略

省略 省略

注 省略

別紙４ 農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業

タブレット端末の購入予定台数等

注 省略

農 地 利 用

最 適 化 推

進 委 員 の

人数

タ ブ レ ッ

ト 端 末 の

購 入 予 定

単価

�

タ ブ レ ッ

ト 端 末 の

購 入 予 定

台数

�

合 計 金 額

（Ａ×Ｂ）

納 入 予 定

年月日

人 円 台 円

注 「農地利用最適化推進委員の人数」の欄は、農地利用最

適化推進委員を委嘱していない農業委員会にあつては、農

業委員の人数を記載すること。

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農業委員会等に対する支援

�～� 省略

� 農業委員会が農地等の出し手及び受け手の意向把握等の農

地利用最適化活動を円滑に遂行するために実施する巡回によ

る支援

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農業委員会等に対する支援

�～� 省略

� 農業委員会へのタブレット端末の貸出し

農 業 委 員 会

名
貸出台数 貸出期間 利用目的

巡回計画
農 業 委 員 会

名
支援内容

巡回支援を行

うための体制 注 「利用目的」の欄は、総会、研修等当該タブレット端

末を利用する具体的な業務を記載すること。

２～４ 省略

５ 経費の内訳

２～４ 省略

５ 経費の内訳

項 目
総事業

費

うち交

付金額
経費内訳 項 目

総事業

費

うち交

付金額
経費内訳

１ 農業委員会等に対する支援

円 円 １ 農業委員会等に対する支援 円 円

うち農業委員会へのタブレ

ット端末の貸出し

省略 省略

注 省略

様式第３号の�（第３条、第１３条関係）

省略

� 収入の部

注 省略

様式第３号の�（第３条、第１３条関係）

省略

� 収入の部

区 分 本年度予算額 備 考 区 分 本年度予算額 備 考

県 費 交 付 金 等

省略

省略

県 費 交 付 金

省略

省略

� 支出の部 � 支出の部

区 分
本年度

予算額

左のうち県費交付

金等交付額

備

考
区 分

本年度

予算額

左のうち県費交付

金交付額

備

考

１～３ 省略

４ 農業委員及び農地利用

最適化推進委員並びに

農業委員会事務局の活動

省略

１～３ 省略

４ 農業委員及び農地利用

最適化推進委員の報酬

省略
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に要する経費（農地利用

最適化交付金）

５ 業 務 費

�・� 省略

� 農業委員会による情

報収集等業務効率化支

援事業費

合 計

（農地利用

最適化交付金）

５ 業 務 費

�・� 省略

合 計

様式第４号の�（第５条関係）

Ⅰ （一般的な場合）

様式第４号の�（第５条関係）

Ⅰ （一般的な場合）

年度農業委員会交付金等交付事業変更承認申請書

省略

年 月 日付け 第 号で交付金等の交

付の決定通知があつたこの事業の実施について、別紙理由書

に記載した理由により事業内容及び収支予算を下記のとおり

変更したいので、承認されたく申請する。

省略

年度農業委員会交付金交付事業変更承認申請書

省略

年 月 日付け 第 号で交付金 の交

付の決定通知があつたこの事業の実施について、別紙理由書

に記載した理由により事業内容及び収支予算を下記のとおり

変更したいので、承認されたく申請する。

省略

注 交付金等の交付の決定に係る事業計画の内容と、変更後の

事業計画の内容とが容易に比較対照できるよう作成するもの

とし、収支予算は、変更前を赤、変更後を黒の二段書きとす

ること。

様式第５号の�（第５条関係）

Ⅱ （交付金等の追加交付を伴う場合）

省略

年度農業委員会交付金等変更及び追加交付申請書

年 月 日付け 第 号で交付決定通知の

あつた 年度農業委員会交付金等については、農業委員会

に要する経費に対し、下記のとおり変更したいので、農業委員

会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第５

条の規定に基づき、交付金等 円を追加交付されたく申

請する。

省略

１～４ 省略

５ 収支予算

� 収入の部

注 交付金 の交付の決定に係る事業計画の内容と、変更後の

事業計画の内容とが容易に比較対照できるよう作成するもの

とし、収支予算は、変更前を赤、変更後を黒の二段書きとす

ること。

様式第５号の�（第５条関係）

Ⅱ （交付金 の追加交付を伴う場合）

省略

年度農業委員会交付金変更及び追加交付申請書

年 月 日付け 第 号で交付決定通知の

あつた 年度農業委員会交付金 については、農業委員会

に要する経費に対し、下記のとおり変更したいので、農業委員

会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第５

条の規定に基づき、交付金 円を追加交付されたく申

請する。

省略

１～４ 省略

５ 収支予算

� 収入の部

区 分 当初申請予算額 今回申請予算額 計 備考 区 分 当初申請予算額 今回申請予算額 計 備考

県費交付金等

省略

省略

県費交付金

省略

省略

� 支出の部 � 支出の部

区分

予 算 額 左のうち県費交付金等額
備

考
区分

予 算 額 左のうち県費交付金額
備

考
当 初 申

請額

今 回 申

請額

計 当 初 申

請額

今 回 申

請額

計 当 初 申

請額

今 回 申

請額

計 当 初 申

請額

今 回 申

請額

計

省略 省略

注 省略

様式第６号の�（第８条関係）

注 省略

様式第６号の�（第８条関係）

年度農業委員会交付金等交付事業遂行状況報告書

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定のあ

つた農業委員会交付金等交付事業の遂行状況を農業委員会交

付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第８条第

年度農業委員会交付金交付事業遂行状況報告書

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定のあ

つた農業委員会交付金交付事業 の遂行状況を農業委員会交

付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第８条第



愛 媛 県 報令和４年６月２１日 第３１７号

５７２

様式第８号の�別紙１を次のように改める。

１項の規定に基づき、次のとおり報告する。 １項の規定に基づき、次のとおり報告する。

省略 省略

注 省略

様式第８号の�（第９条関係）

省略

１～４ 省略

５ 農地等の利用の最適化の推進に関する事務に要する経費（農

地利用最適化交付金）に係る事業

別紙１ のとおり。

６ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）等に基づく事務の適正実施

のための支援事業

別紙２のとおり。

７ 農地の有効活用を図るための支援事業

別紙３のとおり。

８ 農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業

別紙４のとおり。

９ 経費関係

注 省略

様式第８号の�（第９条関係）

省略

１～４ 省略

５ 農地等の利用の最適化の推進に関する事務に要する経費（農

地利用最適化交付金）に係る事業

別紙１から別紙３までのとおり。

６ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）等に基づく事務の適正実施

のための支援事業

別紙４のとおり。

７ 農地の有効活用を図るための支援事業

別紙５のとおり。

８ 経費関係

区 分 実 績 区 分 実 績

省略 省略

農業委員及

び農地利用

最適化推進

委員並びに

農業委員会

事務局の活

動に要する

経費（農地

利用最適化

交付金）

省略 農業委員及

び農地利用

最適化推進

委員の報酬

（農地

利用最適化

交付金）

省略

業 務 費 省略 業 務 費 省略

農地の有効利用を

図るための支援事

業費

市町実績額 円

農地の有効利用を

図るための支援事

業費

市町実績額 円県費交付金交

付額
円

農業委員会による

情報収集等業務効

率化支援事業費

市町実績額 円
県費交付金交

付額
円県費補助金交

付額
円

合 計

省略

合 計

省略

県費交付金等

交付額 �ホ

省略 県費交付金交

付額 �ホ

省略

計

省略

計

省略

県費交付金等交付額 �イ＋�ロ

＋�ハ＋�ニ＋�ホ

省略 県費交付金交付額 �イ＋�ロ

＋�ハ＋�ニ＋�ホ

省略

１０ 省略 ９ 省略
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別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業



愛 媛 県 報令和４年６月２１日 第３１７号

５７４

様式第８号の�別紙２及び別紙３を削る。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別紙２ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～６ 省略

７ 利用意向調査

� 省略

� 所有者等の意向

別紙４ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～６ 省略

７ 利用意向調査

� 省略

� 所有者等の意向

所有者等の意向 件 数 面 積 所有者等の意向 件 数 面 積

農地法第

３２条第１

項第１号

該当農地

省略

農地法第

３２条第１

項第１号

該当農地

省略

農地中間管理事業を

利用
件 �

農地中間管理事業を

利用
件 �

農地所有者代理業を

利用
件 �

省略 省略

農地法第

３２条第１

項第２号

該当農地

省略

農地法第

３２条第１

項第２号

該当農地

省略

農地中間管理事業を

利用
件 �

農地中間管理事業を

利用
件 �

農地所有者代理業を

利用
件 �

省略 省略

農地法第

３３条第１

項該当農

地

省略

農地法第

３３条第１

項該当農

地

省略

農地中間管理事業を

利用
件 �

農地中間管理事業を

利用
件 �

農地所有者代理業を

利用
件 �

省略 省略

８ 遊休農地等のあつせん等の利用調整

件 数 面 積

遊休農地等のあつせん等の利用調整 件 �

８ 農地中間管理機構 への通知 ９ 農地中間管理機構等への通知

件 数 面 積 件 数 面 積

農地中間管理機構への通知 件 �

農地中間管理機構への通知 件 � 農地利用集積円滑化団体への通知 件 �

合 計 件 �

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 農地所有者等の意向確認調査

実施時期 調査項目 調査対象者数

人

注 「調査対象者数」の欄は、調査に対する回答を得た農地

所有者等の人数を記載すること。



愛 媛 県 報令和４年６月２１日 第３１７号

５７５

１６ 経費の内訳 １８ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳

１ 省略 １ 省略

２ 農地の利用状況等の調査 ２ 農地の利用状況等の調査

� 省略 � 省略

� 利用意向調査 � 利用意向調査

ア 省略 ア 省略

イ 農地中間管理機構への通知

イ 遊休農地等のあつせん等の

利用調整

ウ 農地中間管理機構等への通

知

ウ 省略 エ 省略

� 省略 � 省略

３～５ 省略 ３～５ 省略

合 計
６ 農地所有者等の意向確認調査

合 計

注 省略

別紙３ 農地の有効利用を図るための支援事業

注 省略

別紙５ 農地の有効利用を図るための支援事業

１ 人・農地プランの実質化に係る支援

地図作成に係る対象地

区名・集落名（人・農

地プラン作成単位）

工程表公表年月

日

実 質 化 さ れ た

人・農地プラン

の公表年月日

注 「工程表公表年月日」の欄は、人・農地プランの工程表

の公表年月日を記載すること。

２ 農地集積の推進活動

活 動 内 容

１ 省略

２ 省略

３ 経費の内訳

３ 省略

４ 省略

５ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち交

付金額

経費

内訳

１ 農業委員等の資質向上のための活

動

円 円 １ 人・農地プランの実質化に係る支

援

円 円

２ 農地集積の推進活動

３ 農業委員等の資質向上のための活

動

２ 省略 ４ 省略

省略 省略

注 省略

別紙４ 農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業

タブレット端末の購入台数等

注 省略

農 地 利 用

最 適 化 推

進 委 員 の

人数

タ ブ レ ッ

ト 端 末 の

購 入 単 価

�

タ ブ レ ッ

ト 端 末 の

購 入 台 数

�

合 計 金 額

（Ａ×Ｂ）

納 入 完 了

年月日



愛 媛 県 報令和４年６月２１日 第３１７号

５７６

�������
�愛媛県告示第６９２号
保安林の指定の解除（令和４年４月愛媛県告示第３５４号）は、廃

止する。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

人 円 台 円

注 「農地利用最適化推進委員の人数」の欄は、農地利用最

適化推進委員を委嘱していない農業委員会にあつては、農

業委員の人数を記載すること。

様式第８号の�（第９条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農業委員会等に対する支援

�～� 省略

� 農業委員会が農地等の出し手及び受け手の意向把握等の農

地利用最適化活動を円滑に遂行するために実施する巡回によ

る支援

様式第８号の�（第９条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農業委員会等に対する支援

�～� 省略

� 農業委員会へのタブレット端末の貸出し

農業委員会名 貸出台数 貸出期間 利用実績

巡回実績
農 業 委 員 会

名
支援内容

巡回支援を行

うための体制 注 「利用実績」の欄は、総会、研修等当該タブレット端

末を利用した具体的な業務を記載すること。

２～４ 省略

５ 経費の内訳

２～４ 省略

５ 経費の内訳

項 目
総事業

費

うち交

付金額
経費内訳 項 目

総事業

費

うち交

付金額
経費内訳

１ 農業委員会等に対する支援

円 円 １ 農業委員会等に対する支援 円 円

うち農業委員会へのタブレ

ット端末の貸出し

省略 省略

注 省略

様式第９号の�（第９条、第１３条関係）

省略

� 収入の部

注 省略

様式第９号の�（第９条、第１３条関係）

省略

� 収入の部

区 分 本年度精算額 本年度予算額 備 考 区 分 本年度精算額 本年度予算額 備 考

県 費 交 付 金 等 省略 県 費 交 付 金 省略

省略 省略

� 支出の部 � 支出の部

区 分
本年度

精算額

本年度

予算額
備 考 区 分

本年度

精算額

本年度

予算額
備 考

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 農業委員及び農地利用最適

化推進委員並びに農業委員会

事務局の活動に要する経費

（農地利用最適化交付金）

４ 農業委員及び農地利用最適

化推進委員の報酬

（農地利用最適化交付金）

５ 業 務 費 ５ 業 務 費

�・� 省略 �・� 省略

� 農業委員会による情報収

集等業務効率化支援事業費 合 計

合 計



愛 媛 県 報令和４年６月２１日 第３１７号

５７７

�愛媛県告示第６９３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町御荘和口８４７の２（次の図に示す部分に限る。）、

８７６の２

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び愛南町役場に

備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６９４号
解除予定保安林（令和４年４月愛媛県告示第３５５号）は、廃止す

る。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６９５号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除予定保安林の所在場所

新居浜市種子川山字樋ノ口乙１３４の１（次の図に示す部分に

限る。）、字種子川乙３６０の１・乙３６０の７（以上２筆について

次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

送電変電施設用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

新居浜市立川町５８３の１１（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

送電変電施設用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び新居浜市役所

に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６９６号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

愛南土木事務所及び愛南町に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６９７号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

愛南土木事務所及び愛南町に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６９８号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項及び第９条第８項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の

指定を解除する。

令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

茶堂
５０４－
１１６０

南宇和
郡愛南
町中川
（次の
図のと
おり）

土石流

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

長崎
５０２－
Ⅰ－１７
１�

南宇和
郡愛南
町御荘
平城
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

長崎
５０２－
Ⅰ－１７
１�

南宇和
郡愛南
町御荘
平城
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

長崎
５０２－
Ⅰ－１７
１�

南宇和
郡愛南
町御荘
平城
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

長崎
５０２－
Ⅰ－１７
１�

南宇和
郡愛南
町御荘
平城
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

茶堂
５０４－
１１６０

南宇和
郡愛南
町中川
（次の
図のと
おり）

土石流 茶堂
５０４－
１１６０

南宇和
郡愛南
町中川
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り
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愛南土木事務所及び愛南町に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市松神子土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出

があった。

令和４年６月２１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

就 任

�������
�愛媛県告示第７００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市松神子土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月２１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第７０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市新居浜土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月２１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第７０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市大生院土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月２１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第７０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松前町北伊予土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年６月２１日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�愛媛県告示第７０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和４年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 壽 一 新居浜市又野２－３－２２

〃 中 村 清 則 伊予郡松前町大字中川原６４６番地

〃 加 藤 賢 司 伊予郡松前町大字中川原９７０番地２

〃 野 本 正 克 伊予郡松前町大字神崎６７８番地

〃 小笠原 威 伊予郡松前町大字神崎１０４番地１

〃 町 田 始 伊予郡松前町大字横田４６０番地１

〃 古 谷 修 蔵 伊予郡松前町大字永田１０１番地１

〃 渡 部 正 輝 伊予郡松前町大字徳丸５４４番地

〃 八 束 光 男 伊予郡松前町大字徳丸３７６番地

〃 大 政 庸 � 伊予郡松前町大字中川原９５０番地

〃 巻 田 清 正 伊予郡松前町大字出作６９９番地２

〃 宮 内 章 行 伊予郡松前町大字出作７４３番地

〃 山 下 廣 昭 伊予郡松前町大字神崎９８２番地

〃 日 野 雅 男 伊予郡松前町大字鶴吉８０５番地

〃 池 田 佑 次 伊予郡松前町大字鶴吉３０４番地

〃 仲 矢 國 和 伊予郡松前町大字大溝２６３番地

〃 三 好 重 敏 伊予郡松前町大字東古泉５８番地

監 事 宮 城 悦 郎 伊予郡松前町大字徳丸１０６番地７

〃 窪 田 秀 人 伊予郡松前町大字神崎２３２番地１

〃 栗 原 晧 伊予郡松前町大字大溝２６９番地５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 渡 部 寛 伊予郡松前町大字徳丸６４３番地１

〃 弓 立 俊 正 伊予郡松前町大字徳丸６４８番地

〃 川 端 哲 伊予郡松前町大字徳丸１４１９番地２

〃 中 村 清 則 伊予郡松前町大字中川原９４６番地

〃 大 政 勉 一 伊予郡松前町大字中川原５８２番地

〃 加 藤 賢 司 伊予郡松前町大字中川原９７０番地２

〃 大 西 珍 夫 伊予郡松前町大字出作３９４番地２

〃 西 村 廣 武 伊予郡松前町大字出作２３７番地３

〃 水 口 省 三 伊予郡松前町大字神崎８６１番地

〃 小笠原 威 伊予郡松前町大字神崎１０４番地１

〃 野 本 正 克 伊予郡松前町大字神崎６７８番地３

〃 佐 伯 和 雄 伊予郡松前町大字鶴吉３４３番地

〃 峰 岡 良 男 伊予郡松前町大字鶴吉３８２番地２

〃 町 田 始 伊予郡松前町大字横田４６０番地１

〃 高 市 重 徳 伊予郡松前町大字大溝５４４番地５

〃 古 谷 修 蔵 伊予郡松前町大字永田１０１番地１

〃 三 好 國 榮 伊予郡松前町大字東古泉６４番地１

監 事 大 政 博 伊予郡松前町大字中川原９５３番地

〃 日 野 雅 男 伊予郡松前町大字鶴吉８０５番地

〃 篠 崎 厚 夫 伊予郡松前町大字横田３５６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 川 端 哲 伊予郡松前町大字徳丸１４１９番地２
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道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳谷美川線
上浮穴郡�万高原町日野浦４８０２番３から

同町日野浦４８０２番１地先まで
令和４年６月２１日

令和４年６月２１日 発行


